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参考資料Ⅱ－１ 内閣府中央防災会議 専門調査会報告（平成 23 年 9 月） 

 
＊詳細は右の URL を参照のこと。 http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/higashinihon/index_higashi.html 

85 



 

 

 
 

86 



 

87 

参考資料Ⅱ－２ 総合資源エネルギー調査会 高圧ガス及び火薬類保安分科会 高圧ガス

部会 報告（平成 24 年 4 月） 
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＊詳細は以下の URL を参照のこと。 
 http://www.meti.go.jp/press/2012/04/20120427013/20120427013.html 
 



 

 

参考資料Ⅱ－３ 総務省消防庁 検討会報告（平成 23 年 12 月） 
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＊詳細は右の URL を参照のこと。 http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/jishin_tsunami/index.html 
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参考資料Ⅱ－４ 高圧ガス施設等の地震・津波対策に関する他自治体の動向調査 結果

（平成 24 年） 

岩手県 宮城県
担当部署 総務部総合防災室 総務部消防課

URL
http://www.pref.iwate.jp/list.rbz?nd=919&ik=3&pnp=67&p
np=882&pnp=919

http://www.pref.miyagi.jp/syoubou/

岩手県地域防災計画については、東日本大震災津波対
応の検証を踏まえて見直しが行われ、平成２５年３月に公
表されることになっている。

見直しのポイントは、①最大クラスの地震、津波を想定し、
防災対策を充実、②最大クラスの津波を想定した避難計
画の策定、③通信・情報の災害対策の強化、④食料や燃
料の備蓄の促進、⑤被災市町村への支援体制の強化等
である。

宮城県地域防災計画（震災対策編）については、東日本
大震災を踏まえて見直しが行われ、平成２５年３月に公表
されることになっている。
見直しの方針として、①大震災から得られた教訓や課題
のほか、県の６ヶ月間の災害対応とその検証結果を踏ま
え、幅広く検討し、修正可能なものから見直す。②国の防
災基本計画の見直しを踏まえ、その修正内容を検討し、修
正可能なものから、地域防災計画（震災対策編）の見直し
に反映する。③国等の検討結果等を受けて見直す必要が
あるものについては、次年度以降で再度地域防災計画
（震災対策編）を見直す。

特に、独自の検証、対策は検討していない。

東日本大震災において，県内の高圧ガス施設が甚大な被
害を被ったと予測されることから，その実態を把握すべく被
害状況調査を行った。
今回の震災による液状化でＬＰ貯蔵タンクが倒れた被害が
１箇所（ＬＰガス充てん所）あったが、ガスもれはなく、その
後容器貯蔵・販売所として再稼動している。
具体的な耐震強化等対策については、国の指針を待っ
て、対応を検討していく。独自先行して、国の指針と二重
になっても事業者に混乱を与えることになると考える。

高圧ガス施設
の防災計画の

見直し
ソフト対策として、今後検討していきたい。

高圧ガス施設に関して、震災後の復旧・再稼動も進みつ
つある。今後、ソフト面の対策として、事業者への自主的
な取組みを促す情報提供を行っていく。これまでも震災を
受けて、自主的に対策に取り組む企業（緊急遮断弁の設
置等）も増えてきており、このような取組みを促進させてい
きたい。

高圧ガス施設
の耐震性等の

検証

地域防災計画
等の見直し
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福島県 新潟県
担当部署 生活環境部消防保安課 防災局消防課

URL
http://wwwcms.pref.fukushima.jp/pcp_portal/PortalServl
et?DISPLAY_ID=DIRECT&NEXT_DISPLAY_ID=U000004&
CONTENTS_ID=10986

http://www.pref.niigata.lg.jp/bosai/

福島県地域防災計画の見直しは、東日本大震災の経験
をふまえ、福島県地域防災計画の震災対策編における
“地震・津波等災害に対する初動対応を中心とした部分”
について早急に見直しを行うとともに、一般災害対策編に
おいても、震災対策編と共通する部分について、見直しを
行うとしている。現在、同計画のパブリックコメントを公募中
である。また、同計画原子力災害対策編については、本
年度は２段階で進めるものとし、まず初動対応を中心とし
た見直しを行い、その後、国が示す原子力災害対策指針
などを踏まえた見直しを行うものとしている。

新潟県地域防災計画は、東日本大震災等を踏まえ、平成
２４年８月に見直し修正が行われている。
主な修正事項は、①東日本大震災を踏まえた地震・津波
対策の抜本的強化、②中越沖地震など近年の災害等を
踏まえた防災対策の見直しの反映、③上記修正に伴う計
画体系の見直し（現行の「風水害等対策編」から個別災害
対策の記載を分離して、新たに「個別災害対策編」を設
置。現行の「震災対策編」から津波対策の記載を分離し
て、「個別災害対策編」に新たに「津波災害対策」の章を
新設）、④関係法令や組織改正等に伴う修正である。

特に、独自の対応は行っていない。あくまで、既存法の枠
組みの中での対応が中心であり、こらからもこの方針は変
わらないと考える。

平成23年12月９日から平成24年１月27日までにかけて、
石油コンビナート等特別防災区域内の事業所を対象に、
法令の遵守状況及び自主的な保安の取組状況を確認す
るため立入検査を実施。
　また、併せて、平成23年６月及び８月において書面によ
り実施した津波対策調査に係る事項についても詳細を聞
き取り調査した。
http://www.pref.niigata.lg.jp/HTML_Article/182/278/k
ekka.pdf

今後の石油コンビナート施設に対する防災対策の参考と
するため、県内３地区の石油コンビナート等特別防災区域
内の特定事業者、県内の主な高圧ガス製造事業所、海上
保安部、石油コンビナート地域所轄消防本部、市町村等
による情報交換会を平成24年２月13日に開催。
http://www.pref.niigata.lg.jp/shobo/1328648675571.ht
ml

高圧ガス施設
の防災計画の

見直し

事業所側に負担の少ないソフト面の対策については、今
後強化する方針をもっている。具体的には、これから検討
する段階である。

事業所における地震・津波対策の参考となるチェックシー
トを作成し、特定事業所に対して地震・津波対策に活用す
るよう要請している。
http://www.pref.niigata.lg.jp/HTML_Article/471/330/c
heck.pdf

地域防災計画
等の見直し

高圧ガス施設
の耐震性等の

検証
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埼玉県 千葉県
担当部署 危機管理防災部化学保安課 商工労働部保安課／防災危機管理部消防課

URL http://www.pref.saitama.lg.jp/soshiki/e03/
http://www.pref.chiba.lg.jp/hoan/index.html
http://www.pref.chiba.lg.jp/shoubou/index.html

埼玉県地域防災計画は、東日本大震災で明らかになった
課題について、その対策を計画に盛り込み、自助・共助・
公助の連携とそれぞれの役割を再認識し、埼玉県全体の
防災力の向上を図るため、平成２３年１１月に改正した。
見直しの方針として、帰宅困難者対策、備蓄物資の見直
し、広域的な放射能汚染対策、避難所の設置・運営、災
害対策本部体制の見直し等が上げられている。

千葉県地域防災計画は、東日本大震災を踏まえた対策の
見直しを図るため、地域防災計画の見直しを行った。平成
２４年２月には、以下の３つの視点から見直しを進める基本
方針を設定。平成２４年８月には、千葉県防災会議におい
て地域防災計画の修正決定。
①東日本大震災の被害・対応・教訓を踏まえ、より実効性
の高い計画への見直し、②あらゆる可能性を考慮した最
大クラスの地震・津波を前提とした防災計画の見直し、③
減災や多重防御の視点に重点を置き、ハード対策とソフト
対策を組み合わせた総合的な防災対策の推進

千葉県石油コンビナート等防災計画の修正
1.千葉県石油コンビナート等防災アセスメント調査結果
（H22.10）を受けての修正、並びに2.東日本大震災を踏ま
えての改善を実施。
http://www.pref.chiba.lg.jp/shoubou/sonohoka-
saigai/sekiyu/bousaikeikaku/index.html

県としての独自対策は考えていない。現在、国と意見交
換をしながら、実態把握の方法を検討中である。
基本的には、これまで通り、国の通達文等を踏まえて、県
としての対応を考えていきたい。

県としての独自対策は考えていない。基本的には、これま
で通り、国の通達文等を踏まえて、県としての対応を考え
ていきたい。

高圧ガス施設
の防災計画の

見直し

来年度、詳細な被害想定マップを作成する予定であり、同
資料等を事業者に配布・情報提供するなど、各事業者独
自の対策支援を行って行きたい。

東日本大震災での経験をもとに、今後発生するであろう地
震や津波に適切に対応できる初動体制を構築するための
「特定事業所等における地震・津波発生時の初動体制の
手引き」を作成した。（平成23年11月）
高圧ガス施設については、来年度高圧ガス保安対策の委
員会を立ち上げ、総合的な検討を行う予定である。

地域防災計画
等の見直し

高圧ガス施設
の耐震性等の

検証
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神奈川県 愛知県
担当部署 安全防災局危機管理部工業保安課 防災局消防保安課産業保安室

URL http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f5050/ http://www.pref.aichi.jp/bousai/

神奈川県地域防災計画（地震災害対策計画）は、東日本
大震災により、地震防災対策の一層の強化を図る必要性
があきらかになったことから、以下の修正ポイントから見直
しの検討が行われ、平成２３年５月に決定された。
①神奈川県地震被害想定調査結果及び神奈川県地震防
災戦略の反映
②事前対策の充実・強化
③災害時の応急活動対策の充実・強化
④復旧・復興対策の充実・強化

愛知県地域防災計画（地震災害対策計画、風水害・原子
力等災害対策計画「）は、東日本大震災を受けて、平成２
４年６月に見直し、修正を行っている。
同計画（地震災害対策計画）では、東日本大震災を踏ま
えた今後の対応として、今後、専門家の意見も踏まえなが
らこの地震の検証を行い、愛知県における地震対策に反
映させていくとともに、この計画についても必要な修正を速
やかに行い、その後新たな被害予測が出された際には、
これを踏まえた抜本的な修正を行っていくものとしている。

神奈川県石油コンビナート等防災計画について、東日本
大震災を踏まえた津波浸水対策の新設等に伴う計画修正
を行った。
http://www.pref.kanagawa.jp/uploaded/attachment/43
2478.pdf

活断層の存在や高い確率で想定される地震対策として、
平成２年度に県独自の高圧ガス施設の耐震基準を作成し
ている。これは、当時の国基準を越え、レベル２までを想定
した基準となっている。
今回の震災を受け、国の新たな指針が設定されるのであ
れば、それらとも呼応し、配管部分の耐震強化等を加えた
同基準の見直しを考えている。（検討会を立ち上げ進める
予定）

基本的には、保安法に則った基準をベースに考えており、
それ以上の独自基準を設ける予定はない。国からの要請
で、既存高圧ガス設備の耐震基準への適合状況調査を
行ったが、これらを受けた上乗せ対策等は考えていない。

高圧ガス施設
の防災計画の

見直し

県内には、市街地にＬＰガス充てん所も存在し、それら施
設については感震器連動の遮断弁設置を要請している。
また、コンビナートが中心であるが、震度５以上の際の自
動参集についても、企業側に要請している。

年に１回「高圧ガス保安講習会」を開催しており、過去の
事故例や新たな基準等の周知を行っている。毎年、多くの
事業者に参加してもらっており、今後も継続的に実施して
いきたい。今年は、３月１３日に開催し、既存の高圧ガス設
備の耐震基準の適合状況、耐震設計構造物の保安の確
保についても要請を行っている。

地域防災計画
等の見直し

高圧ガス施設
の耐震性等の

検証
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大阪府 福岡県
担当部署 政策企画部危機管理室保安対策課 商工部工業保安課

URL http://www.pref.osaka.jp/hoantaisaku/
http://www.pref.fukuoka.lg.jp/soshiki/kakuka.html?sec_s
ec1=601600&kbn=syu
http://f-kouatugas.com/information.php

大阪府では、先の東日本大震災を教訓とした防災対策の
総点検を行い、特に平成23年度は津波避難対策を中心と
したソフト対策の見直しを進めてきた。加えて、平成23年
12月27日には国の防災基本計画が修正され、震災を踏ま
えた自然災害対策の基本的な考え方が公表されたのを受
け、今後とも、東日本大震災を踏まえた防災対策の見直し
は、国・都道府県等で継続的に行っていくことを基本に、
平成２４年２月に、現時点において反映が可能な事項を追
記・修正した「大阪府地域防災計画」（修正案）を作成し
た。

福岡県地域防災計画（地震・津波対策編）の修正につい
ては、平成２４年５月に福岡県防災会議が開催され、策定
された。
また、福島第一原子力発電所事故の被害範囲を踏まえた
新たな原子力災害対策を検討するため、専門委員会議を
設置し、検討を進めている。

大阪府石油コンビナート等防災計画の修正を実施。
東日本大震災を教訓として、最大レベルの津波（暫定的
に津波の高さを従前の２倍）を想定し、避難対策や２次災
害の防止を中心とした津波への対応の強化を図るため、
防災計画を修正した。今後、中央防災会議の被害想定や
平成24年度に実施する「石油コンビナート地区における
危険物施設等の被害想定調査」の結果を踏まえて、順次
必要な修正を行う予定。
http://www.pref.osaka.jp/hoantaisaku/bousaikeikaku/s
ekikon_gaiyou.html

大阪府の石油コンビナート等特別防災区域における地
震・津波時の被害想定及び防災対策を検討するため、大
阪府石油コンビナート等防災本部に「地震・津波被害想
定等検討部会」を設置（平成24年8月22日）し、検討に着
手。年度内に被害想定を取りまとめ、それを踏まえた防災
対策の方向性を示す予定。
http://www.pref.osaka.jp/hoantaisaku/bousaikeikaku/hi
gaisotei-bukai.html

福岡県高圧ガス保安推進会議において地震津波対策部
会を新設。地震・津波の被害想定調査、対策の立案、マ
ニュアル策定に関する活動に着手。今後、ハード面及びソ
フト面から高圧ガス施設の耐震化に向けた方策を示す予
定。
http://f-kouatugas.com/gas/conference/pdf/30/平成２
４年度高圧ガス保安推進会議事業計画.pdf

高圧ガス施設
の防災計画の

見直し

大阪府石油コンビナート特別防災区域津波避難計画の
改定。
東日本大震災を教訓として、平成24年３月に改定した「大
阪府石油コンビナート等防災計画」に基づき、特別防災
区域に立地する各事業者が作成する津波避難計画の基
本指針として、本計画を全面改正した。
http://www.pref.osaka.jp/hoantaisaku/bousaikeikaku/t
unamihinankeikaku.html

（再掲）
福岡県高圧ガス保安推進会議において地震津波対策部
会を新設。地震・津波の被害想定調査、対策の立案、マ
ニュアル策定に関する活動に着手。今後、ハード面及びソ
フト面から高圧ガス施設の耐震化に向けた方策を示す予
定。
http://f-kouatugas.com/gas/conference/pdf/30/平成２
４年度高圧ガス保安推進会議事業計画.pdf

地域防災計画
等の見直し

高圧ガス施設
の耐震性等の

検証
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参考資料Ⅱ－５ 東京都防災対応指針の概要（平成 23 年 11 月） 
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＊詳細は右の URL を参照のこと。 http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/tmg/taiousisin.html 
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参考資料Ⅱ－６ 首都直下地震等による東京の被害想定の概要（平成 24 年 4 月） 

 
（１） 概要 

 都は、東日本大震災の経験を踏まえ、首都直下地震など東京を襲う大規模地震に

対してより確かな備えを講じていくため、平成 18 年 5 月に公表した「首都直下

地震による東京の被害想定」を見直すこととし、その結果を「首都直下地震等に

よる東京の被害想定」報告書としてとりまとめ、平成 24 年 4 月に公表した。 
 被害想定の見直しにあたっては、以下の点を考慮した。 
 客観的なデータや科学的な裏付けに基づき、より実態に即した被害想定へと全

面的に見直し（地震モデル、火災の想定手法の改良） 

 
 フィリピン海プレート上面の深度が従来の想定より浅いという最新の知見を

反映 
 津波による被害想定を実施 
 想定結果の特徴は以下の通り。 
 最大震度７の地域が出るとともに、震度６強の地域が広範囲に 
 東京湾沿岸部の津波高は、満潮時で最大Ｔ.Ｐ. 2.61ｍ（品川区）  

               ※地盤沈下を含む。 （T.P.=東京湾平均海面） 
 東京湾北部地震の死者が最大で約 9,700 人 

 



 

102 

（２） 地震動分布 

 東京湾北部地震の地震動分布は以下の通り。 
 フィリピン海プレートの上面深度が浅くなったため、想定した地表震度が大き

くなっている。具体的には、震度 7 の地域も見られ、震度 6 強の面積は前回調

査結果（平成 18 年 5 月）の約 305km2 に比べ約 444km2 と増えている。 

図表 参Ⅱ－６－１ 東京湾北部地震（Ｍ7.3）による地震動分布 

 
 

 多摩直下地震の地震動分布は以下の通り。 
 フィリピン海プレートの上面深度が浅くなったため、前回調査結果で、多摩地

区はほとんど 6弱の震度であったが、今回の想定では 6強が主体となっている。

具体的には、震度 7 の地域も若干見られ、震度 6 強の面積は前回調査結果（平

成 18 年 5 月）の約 21km2 に比べ約 459km2 と増えている。 

図表 参Ⅱ－６－２ 多摩直下地震（Ｍ7.3）による地震動分布 
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 元禄型関東地震の地震動分布は以下の通り。 
 元禄型関東地震の震源断層モデルは、大正型関東地震の断層モデルと津波の波

源モデルを合わせたものを用いている。地表震度は東京都の南側で大きく、品

川区、大田区及び町田市で震度 6強が主体である。震度 7の地域も若干見られ、

震度 6 強の面積は約 364km2 である。 

図表 参Ⅱ－６－３ 元禄型関東地震（Ｍ8.2）による地震動分布 

 
 

 立川断層帯地震の地震動分布は以下の通り。 
 立川断層帯地震の震源断層モデルは、地震調査研究推進本部地震調査委員会

(2009)で設定された破壊開始点が南側にあるケースを採用している。地表震度

は立川市を中心に震度 7 も予測されており、震度 7 の面積は約 24km2、震度 6
強の面積は約 318km2 である。なお、破壊開始点が北側にある場合も参考とし

て地表震度を想定している。 

図表 参Ⅱ－６－４ 立川断層帯地震（Ｍ7.4）による地震動分布 
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（３） 液状化危険度分布 

 東京湾北部地震の液状化危険度分布は以下の通り。 
 東京湾北部地震の液状化危険度は想定 4 地震の中で最も大きく、主に区部の低

地部を中心にして液状化しやすい結果となっている。 

図表 参Ⅱ－６－５ 東京湾北部地震（Ｍ7.3）による液状化危険度分布 

 
 

 多摩直下地震の液状化危険度分布は以下の通り。 
 多摩直下地震では、区部も含め地震動が前回調査に比べ大きくなっているため、

元禄型関東地震に比べて液状化危険度が大きくなっている。 

図表 参Ⅱ－６－６ 多摩直下地震（Ｍ7.3）による液状化危険度分布 

 

5＜PL 
0＜PL≦5 
PL＝0 

5＜PL 
0＜PL≦5 
PL＝0 
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 元禄型関東地震の液状化危険度分布は以下の通り。 
 元禄型関東地震では、東京都の南側の地震動が大きいため、品川区、大田区を

中心に液状化危険度が高くなっている。 

図表 参Ⅱ－６－７ 元禄型関東地震（Ｍ8.2）による液状化危険度分布 

 
 

 立川断層帯地震の液状化危険度分布は以下の通り。 
 立川断層帯地震では、直下地震のため区部の低地部の地震動が小さく、この地

域ではほとんど液状化は発生しない。多摩市、八王子市の多摩川又はその支流

の河川沿いに液状化危険度が高い地域が若干分布している。 

図表 参Ⅱ－６－８ 立川断層帯地震（Ｍ7.4）による液状化危険度分布 
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（４） 津波高及び津波浸水の分布 

 元禄型関東地震の浸水分布は以下の通り。 
計算条件は、水門閉鎖の場合と水門開放の場合の 2 ケースである。水門につい

ては、耐震性の強化や遠隔操作機能の確保に向けた取組を進めており、大規模な

震災の発生時においても機能は維持されると見込まれているが、本調査では万が

一の浸水被害の発生に備えて、水門開放のケースも設定した。 
 元禄型関東地震の津波シミュレーション結果では、地殻変動を考慮した最大津

波高は東京湾沿岸で T.P.+1.9m～+2.6m 程度である。また、最大波高の到達時

間は最短 2 時間 20 分程度である。 
 水門閉鎖の場合の東京都全域の浸水面積は、約 4.8km2 と少なく、主な浸水箇

所としては堤外河川敷などである。 

図表 参Ⅱ－６－９ 元禄型関東地震（Ｍ8.2）による津波高及び津波浸水分布 

＜水門閉鎖の場合＞ 

 

江戸川区最大津波高 
2.11m 

東京湾埋立地最大津波高 
2.06m 

江東区最大津波高 
2.55m 

中央区最大津波高 
2.51m 

 

港区最大津波高 
2.47m 

品川区最大津波高 
2.61m 

大田区最大津波高 
2.27m 

1.4 

1.4 

1.6 

1.6 

1.6 

1.6 

1.6 

1.8 

2.0 
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図表 参Ⅱ－６－１０ 元禄型関東地震（Ｍ8.2）による津波高及び津波浸水分布 

＜水門開放の場合＞ 

 

江戸川区最大津波高 
1.92m 

東京湾埋立地最大津波高 
2.13m 

江東区最大津波高 
2.40m 

中央区最大津波高 
2.39m 

港区最大津波高 
2.39m 

品川区最大津波高 
2.52m 

大田区最大津波高 
2.26m 1.4 

1.4 

1.6 

1.6 

1.6 

1.6 

2.0 

1.8 
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 東京湾北部地震の浸水分布は以下の通り。 
 東京湾北部地震の津波シミュレーション結果では、水門閉鎖・開放の場合とも、

地殻変動を考慮した最大津波高は東京湾沿岸で T.P.+1.0m～+1.8m程度である。

また、最大波高の到達時間は波源域に近い南側では 3～7 分程度と短い。 
 水門閉鎖の場合の東京都全域の浸水面積は約 0.1km2 で、堤外地のごく一部の

みとなっている。 
 水門開放の場合の東京都全域の浸水面積は約 0.3km2 で、堤外地のほかに、水

門内の低い場所への小規模な浸水が予測されている。 

図表 参Ⅱ－６－１１ 東京湾北部地震（Ｍ7.3）による津波高及び津波浸水分布 

＜水門閉鎖の場合＞ 

 

江戸川区最大津波高 
1.55m 

東京湾埋立地最大津波高 
1.39m 

江東区最大津波高 
1.75m 

中央区最大津波高 
1.88m 

港区最大津波高 
1.37m 

品川区最大津波高 
1.41m 

大田区最大津波高 
1.58m 

1.4 

1.4 
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図表 参Ⅱ－６－１２ 東京湾北部地震（Ｍ7.3）による津波高及び津波浸水分布 

＜水門開放の場合＞ 

 
 
＊詳細は以下の URL を参照のこと。 
 http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/tmg/assumption.html 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1.2 

1 4 

江戸川区最大津波高 
1.55m 

東京湾埋立地最大津波高 
1.39m 

江東区最大津波高 
1.75m 

中央区最大津波高 
1.88m 

港区最大津波高 
1.35m 

品川区最大津波高 
1.41m 

大田区最大津波高 
1.58m 
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参考資料Ⅱ－７ 東京都地域防災計画 修正の概要（平成 24 年 11 月） 
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＊詳細は右の URL を参照のこと。 http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/tmg/plan.html 
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参考資料Ⅱ－８ 平成 23年度耐震設計基準適合状況フォロー調査 集計結果（平成 24年） 

 
【一般則事業所（144 事業所が回答）】 

一般則事業所は昭和 57 年 4 月 1 日以降に設置または変更工事を受けた新設設備が

多く（638 設備のうち 590 設備）、そのためレベル 1 地震動に対応したレベル 1 耐震

性能適合設備がほとんどである。 
 

 既存設備（昭和 57 年 3 月 31 日以前（配管は平成 10 年 3 月 31 日以前）に設置

または変更工事を受けた設備）の耐震性能は、レベル 1 耐震性能への適合を確

認した設備が過半数であった。 

図表 参Ⅱ－８－１ 一般則事業所の耐震設計構造物の耐震性能（既存設備） 

 レベル 1 対象設備 レベル 2 対象設備 
設備数 適合数 未確認数 設備数 適合数 未確認数 

塔
類 

本体及び 
支持構造物 － － － － － － 

基 礎 － － － － － － 

貯
槽 

本体及び 
支持構造物 24 17 7 － － － 

基 礎 24 17 7 － － － 

配
管 

本体及び 
支持構造物 1 0 1 － － － 

基 礎 1 0 1 － － － 
合  計 50 34 16 0 0 0 

 
 新設設備（昭和 57 年 4 月 1 日以降（配管は平成 10 年 4 月 1 日以降）に設置ま

たは変更工事を受けた設備）の耐震性能は、すべての設備でレベル 1 耐震性能

またはレベル 2 耐震性能への適合を確認している。 

図表 参Ⅱ－８－２ 一般則事業所の耐震設計構造物の耐震性能（新設設備） 

 レベル 1 対象設備 レベル 2 対象設備 
設備数 適合数 未確認数 設備数 適合数 未確認数 

塔
類 

本体及び 
支持構造物 1 1 0 － － － 

基 礎 1 1 0 － － － 

貯
槽 

本体及び 
支持構造物 294 294 0 2 2 0 

基 礎 294 294 0 2 2 0 

配
管 

本体及び 
支持構造物 － － － － － － 

基 礎 － － － － － － 
合  計 590 590 0 4 4 0 

※新設設備は、原則としてレベル 1 に適合しているものと見なされる。 
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【液石則事業所（102 事業所が回答）】 
液石則事業所は昭和 57 年 3 月 31 日以前に設置または変更工事を受けた既存設備

も多く（290 設備のうち 94 設備）、既存設備のほとんどがレベル 1 耐震性能または

レベル 2 耐震性能への適合が未確認となっている。 
 

 既存設備（昭和 57 年 3 月 31 日以前（配管は平成 10 年 3 月 31 日以前）に設置

または変更工事を受けた設備）の耐震性能は、レベル 1 耐震性能またはレベル 2
耐震性能への適合が未確認となっている設備が多数見られる。 

図表 参Ⅱ－８－３ 液石則事業所の耐震設計構造物の耐震性能（既存設備） 

 レベル 1 対象設備 レベル 2 対象設備 
設備数 適合数 未確認数 設備数 適合数 未確認数 

塔
類 

本体及び 
支持構造物 － － － 1 0 1 

基 礎 － － － 1 0 1 

貯
槽 

本体及び 
支持構造物 12 3 9 19 0 19 

基 礎 12 3 9 19 0 19 

配
管 

本体及び 
支持構造物 56 0 56 19 0 19 

基 礎 56 0 56 19 0 19 
合  計 136 6 130 78 0 78 

 
 新設設備（昭和 57 年 4 月 1 日以降（配管は平成 10 年 4 月 1 日以降）に設置ま

たは変更工事を受けた設備）の耐震性能は、レベル 2 対象設備のうちレベル 2
耐震性能への適合を確認している設備が約半数存在する。 

図表 参Ⅱ－８－４ 液石則事業所の耐震設計構造物の耐震性能（新設設備） 

 レベル 1 対象設備 レベル 2 対象設備 
設備数 適合数 未確認数 設備数 適合数 未確認数 

塔
類 

本体及び 
支持構造物 － － － － － － 

基 礎 － － － － － － 

貯
槽 

本体及び 
支持構造物 59 59 0 46 19 27 

基 礎 59 59 0 46 19 27 

配
管 

本体及び 
支持構造物 － － － 2 0 2 

基 礎 － － － 2 0 2 
合  計 118 118 0 96 38 58 

※新設設備は、原則としてレベル 1 に適合しているものと見なされる。 
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【液石則事業所（1 事業所が回答）】 
冷凍則事業所のうち耐震設計の対象となる事業所は 1 事業所のみであり、レベル 1

耐震性能に適合した設備である。 
 

図表 参Ⅱ－８－５ 冷凍則事業所の耐震設計構造物の耐震性能 

 レベル 1 対象設備 レベル 2 対象設備 
設備数 適合数 未確認数 設備数 適合数 未確認数 

凝
縮
器 

本体及び 
支持構造物 － － － － － － 

基 礎 － － － － － － 

受
液
器 

本体及び 
支持構造物 1 1 0 － － － 

基 礎 1 1 0 － － － 

配
管 

本体及び 
支持構造物 － － － － － － 

基 礎 － － － － － － 
合  計 2 2 0 － － － 
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参考資料Ⅱ－９ 高圧ガス関係事業所が定める防災計画に関する指針（平成 10 年 6 月） 
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＊詳細は以下の URL を参照のこと。 
 http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/safety/gas/files/DisasterGuide.pdf 




